
和泉市の給与・定員管理等について

１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

区　分
住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

　　　　　（２０年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ １９年度の人件費率

２０年度

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

182,678 53,628,541 45,127 10,729,433 20.0 21.9

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

区　分 職員数　Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 　　　　　　　

２０年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

1,071 4,230,913 1,144,808 1,878,169 7,253,890 6,773

（注）　職員手当には退職手当を含んでいません。

（３）特記事項

特別職

項　　目 内　　容 期　　　　　　　　間

給　　料

市長・病院事業管理者　10％の減額

平成20年8月1日から平成25年3月31日
副市長・教育長　6％の減額

一般職

項　　目 内　　容 期　　　　　　　　間

給　　料 ２％の減額

平成20年8月1日から平成25年3月31日

管理職手当 10％の減額

（４） ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２１年４月１日現在）

　　①一般行政職

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

和泉市 42.1 歳 334,900 円 439,258 円 396,575 円

大阪府 44.1 歳 318,265 円 422,710 円 374,787 円

国 41.5 歳 325,521 円 ― 391,770 円

類似団体 43.8 歳 355,295 円 471,353 円 428,171 円

　　②技能労務職

区　　分

公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額A 平均給与月額 年収ベース

（国ベース） （試算値）Ｂ

和泉市 47.8 歳 171 人 341,600 円 392,004 円 382,879 円 6,672,958 円

うち用務員 48.7 歳 54 人 354,900 円 409,167 円 401,433 円 6,883,074 円

うち学校給食員 49.0 歳 80 人 347,600 円 389,730 円 385,895 円 6,743,880 円

うちその他技能労務 43.7 歳 37 人 309,132 円 371,822 円 349,357 円 6,257,543 円

大阪府 47.3 歳 1,083 人 299,054 円 381,160 円 350,859 円 6,136,119 円

国 49.2 歳 4,429 人 285,548 円 ― 322,737 円 ― 円

類似団体 47.2 歳 190 人 345,717 円 427,324 円 404,532 円 ― 円

対応する民間の類似職種

民間 参考

平均年齢 平均給与月額 年収ベース
Ａ/Ｃ Ｂ/Ｄ

Ｃ （試算値）Ｄ

用務員 54.5 歳 214,000 円 3,027,000 円 1.9 2.3

調理士 42.0 歳 254,900 円 3,462,000 円 1.5 1.9

※ 民間データは、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータ（企業規模１０人以上の事業所を対象）を使用しています。（平成18年から20年の３ヶ年平均）

※ 民間の類似職種について、常時勤務する従業員のうち期間を定めず雇用されている者を対象としているため、正社員でない従業員も含み、年齢は問いません。

和泉市の技能労務職は正職員のみを対象としており、平均勤続年数は25年です。このため、技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、

業務内容、雇用形態等の点において一致しているものではありません。

※ 年収ベースの公務員Ｂ及び民間Dのデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末･勤勉手当、

民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　③教育職

区　　分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

和泉市 41.2 歳 331,492 円 397,916 円 389,470 円

大阪府 43.3 歳 335,629 円 409,767 円 389,146 円

類似団体 40.8 歳 330,010 円 385,139 円 - 円

　　④消防職

区　　分
平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

和泉市 39.9 歳 312,000 円 398,145 円 363,765 円

類似団体 40.9 歳 332,908 円 445,827 円 396,977 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外　　　　　 

　　　　勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものです。
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（2) 職員の初任給の状況（平成２１年４月１日現在）

区　　　　　分 和泉市 大阪府 国

一般行政職
大　学　卒 185,800 円 178,800 円

１種 181,200 円

２種 172,200 円

高　校　卒 155,700 円 144,500 円 ３種 140,100 円

技能労務職 高　校　卒 155,700 円 137,900 円 ―

教　育　職
大　学　卒 185,800 円 199,700 円 ―

短　大　卒 172,200 円 177,200 円 ―

消　防　職
大　学　卒 185,800 円 ― ―

高　校　卒 155,700 円 ― ―

（注）　平成20年8月1日から平成25年3月31日まで、給料2％の減額措置をしています。上記の金額は、減額前です。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２１年４月１日現在）

区　　　　分 経験年数10年以上15年未満 経験年数15年以上20年未満 経験年数20年以上25年未満

一般行政職
大　学　卒 280,500 円 320,800 円 364,000 円

高　校　卒 252,200 円 283,200 円 328,400 円

技能労務職
高　校　卒 238,800 円 284,400 円 323,700 円

中　学　卒 ― 円 ― 円 301,400 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２１年４月１日現在）

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１等級 部長の職及びこれに相当する職務 23人 4.8 ％

２　等級
１　部次長の職務及びこれに相当する職務

86人 17.8 ％
２　課長の職務及びこれに相当する職務

３　等級 課長補佐及び主幹の職務 70人 14.5 ％

４　等級
１　係長及び主査の職務

79人 16.3 ％
２　その他これらの職務に準ずる職務

５　等級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 205人 42.3 ％

６　等級 定型的業務を行う職務 21人 4.3 ％

（注）１　和泉市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
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（20年度支給割合）

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

和　　　泉　　　市 大　　　阪　　　府 国

１人当たり平均支給額（20年度） １人当たり平均支給額（20年度） ―

1,749 千円 1,826 千円

期末手当　　　　　　　　　　

（20年度

勤勉手当

支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　

（20年

勤勉手当

度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　  勤勉手当

3.0  月分 1.5  月分 3.0  月分 1.5  月分 3.0  月分 1.5  月分

1.6 0.75 1.6 0.75 1.6 0.75（ ）月分 ( ）月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（ ）月分 ( ）月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（ ）月分 ( ）月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　１０～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）1　　１人当たり平均支給額は、一般会計の決算です。

　　　2    (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

支給対象期間における勤務実績に応じて支給額の減額を行っています。

（2) 退職手当（平成２１年４月１日現在）

和　　　泉　　　市 国

（支給率）　　　　　　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.5 月分 30.55 月分 勤続２０年 23.5 月分 30.55 月分

勤続２５年 33.5 月分 41.34 月分 勤続２５年 33.5 月分 41.34 月分

勤続３５年 47.5 月分 59.28 月分 勤続３５年 47.5 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　なし　　　　　　　　　） 勤続２５年以上の定年前勧奨退職者の退職年齢に応じ、

１人当たり平均支給額　　　　 7,754 千円 24,075 千円 退職手当額の２～２０％を加算。

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成20年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） 358,334 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 338 千円

支給対象職員数（２０年度決算） 1,062 人

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

市全域 7 ％ 6 ％

(平成２２年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

市全域 6 ％ 6 ％

（注）支給実績、支給職員１人当たり平均支給額及び支給対象職員数は、一般会計の決算です。
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 (4) 特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） 23,537 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 126 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） 17.6 　％

手当の種類（手当数） 17

手当の名称 主な支給業務と対象職員 左記職員に対する支給単価

徴収手当
市税の徴収事務に従事する職員（税務職）

160/日

防疫作業手当

保険年金課の徴収に従事する職員（一般行政職）

伝染病患者の救護、伝染病菌を有する家畜に対する防疫作業に従事する職
200/日

行路病死人処置手当 行路病人・死亡人を収容又は護送した職員

員

病人　500/件
死亡人　1,000/件

生活保護指導手当 被保護者、要保護者の住居等を訪問して実地に調査又は指導する職員 100/日

消防手当 消防職員 100/日

救急手当 消防職員が救急作業に従事したとき 100/回

消防車等整備運転手当 消防車等の整備運転に従事する消防職員
交替制勤務者100/回

その他の者50/日

夜間特殊業務手当 交代制勤務を正規の勤務とする消防職員が深夜勤務に従事したとき 980/回

高所作業手当
火災現場・工事現場等において地上10m以上の足場の不安定な場所で作業し

300/日

救急救命士業務従事手当 救急救命士の資格を有する消防職員が救急救命業務に従事したとき

たとき

500/日

死獣処理手当 犬、猫等の死体の処理作業に従事したとき 300/回

葬儀従事手当 市営斎場に勤務する職員 250/日

清掃作業手当 じんかい収集又は下水汚物除去作業に従事した清掃職員 200/日

公害等調査監督手当
公害対策主管課職員が公害発生のおそれのある現場の立入調査又は検査に

100/日

診療手当 診療施設に勤務する医師

従事したとき

60,000 ～ 180,000/月

放射線手当 診療施設の放射線科に勤務する職員 150/日

危険物取扱主任手当 危険物取扱主任を命じた職員 100/日

（注）支給実績、支給職員１人当たり平均支給額及び支給対象職員数は、一般会計の決算です。

 (5) 時間外勤務手当

支給実績（１９年度決算） 249,139 千円

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 292 千円

支給実績（２０年度決算） 215,332 千円

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 308 千円

（注）支給実績、支給職員１人当たり平均支給額及び支給対象職員数は、一般会計の決算です。
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　　　2　管理職手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

（6) その他の手当（平成２１年４月１日現在）

国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （２０年度決算） 平均支給年額

扶養手当

○扶養親族である配偶者がいる場合

同 125,726千円 195千円

（２０年度決算）

配偶者　13,000円

配偶者以外の扶養親族　6,500円/人

○扶養親族でない配偶者がいる場合

扶養親族　　　　　　　　　　6,500円/人

     ○配偶者がいない場合

扶養親族の内1人目　11,000円

扶養親族の内2人目以降　6,500円/人

住居手当
住居を借りて家賃を払っている職員その他に支
給。30,000円/月を最高限度額とし、その範囲で支
給。

異
27,000円/月を限度
額とし、その範囲で
支給

124,562千円 118千円

通勤手当

交通機関または交通用具を使用して通勤する職

異 85,066千円 97千円

員(通勤距離が2km以上）に支給。

○交通機関利用者　　6箇月通勤定期券の運賃相 ○交通機関利用者

当額を年2回支給。

○交通用具利用者　　最高支給限度額２1,200円/ ○交通用具利用者

50,000円/月限度

管理職手当

部長級

月を距離に応じて支給。

72,000円

異
地位に応じて
俸給月額の8％～
25％が支給される

24,500円/月限度

113,842千円 525千円

（80,000円）

次長級
54,000円

（60,000円）

課長・部参事
45,000円

(50,000円）

課参事・課長補佐･部主幹
36,000円

（40,000円）

課主幹・園長
27,000円

（30,000円）

宿日直手当 同 68千円 17千円
4,200円/回(半日直2,100円)

宿直勤務又は日直勤務をした職員に支給

休日勤務手当
正規の勤務時間として、休日等(国民の

同 47,748千円 398千円

夜間勤務手当

祝日等及び年末年始）に勤務した職員

正規の勤務時間として、午後10時から
同 13,792千円 115千円

（注）1　支給実績及び支給職員１人当たり平均支給額は、一般会計の決算です。

翌日午前5時まで勤務した職員
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５　

/

（ 円 ）

/

（ 円 ）

　　（２０年度支給割合）

　　（２０年度支給割合）

           なお、平成21年6月19日に就任した市長又は当該市長に選任された副市長には、支給しない。                                

特別職の報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

区　　　分
給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

（参考）類似団体における最高　/　最低額）

給料

市　　　長
891,000 円 円1,100,000 円656,600

副　市　長

990,000

799,000 円 円940,000 円690,300

報酬

議　　　　長 660,000

850,000

円 742,000 円 / 463,000 円

副　議　長 630,000 円 666,000 円 / 420,000 円

議　　　　員 600,000 円 604,000 円 / 400,000 円

期末手当

市　　　　長 6月期 2.15月分

副　市　長 12月期 2.35月分

4.5月分合　計

議　　　　長 6月期 2.15月分

副　議　長 12月期 2.35月分

退職手当

議　　　　員 4.5月分合　計

市　　　　長

　　 （算定方式） (１期の手当（支給時期） 額）

0 　円

副　市　長

（給料月額×在職年数＋給料月額×45/100×在職月数） （任期ごと） （25344 千円）

0 　円

（給料月額×在職年数＋給料月額×25/100×在職月数） 千円）（13600（任期ごと）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     ２　退職手当の「１期の手当額」の（）内は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 勤めた場合における退職手当の見込額です。     
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６　

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（平成２１年４月１日現在）

人 人 人 ％

職員数

5 1,464173

3.6

119 125 1153 231152

1,568 1,511

67 129 188

57

純減率純減数

157

職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

　　　　　　　　　　　　　区　　分
対前年
増減数

（各年４月１日現在）

主な増減理由
職　　員　　数

普
通
会
計
部
門

部

一
般
行
政
部
門

　　門 平成２０年 平成２１年

議会 8 7 △ 1 不補充△1

総務 124 129 5 不補充△2　業務増7

税務 42 43 1 業務増1

労働 5 5

農林水産 20 20

商工 7 7

土木 75 75

民生 349 349

計

衛生 75 74 △ 1 不補充△1

705 709 4
＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 38.82 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）42.75

教育部門 224 219 △ 5 不補充△5　

消防部門

小　計

143 144 1 業務増１

1,072 1,072
＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 58.69 人

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）60.8

病院 313 283 △ 30 不補充△30

水道 43 41 △ 2 不補充△2　

下水道 20 20

その他

小　計

47 49 2 業務増2

423 393 △ 30

合　　計 1,495 1,465 △ 30

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人[      0     ］ 80.2[       1,832       ］[       1,832       ］
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

職員数

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

(3)定員管理の数値目標

平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

平成17年4月1日 平成22年4月1日

職員数

0

5

10

15

20

25

20 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60

年齢　歳

構
成
比
　
％

Ｈ２１構成比

Ｈ２０構成比
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（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

（注）

（２０年度支給割合）

職制上の段階、職務の級等によ

・役職加算　５～２０％

（退職時特別昇給　　　なし　　　　　）　　　　　　　　

管理職手当 10％の減額

18,5793,432,928

実質収支

10.6362,784

７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

① 職員給与費の状況

ア　決算

区　　分
総費用 職員給与費

純損益又は  総費用に占める

職員給与費比率

２０年度

A Ｂ　 Ｂ／Ａ

　　　　千円 千円　 千円　 ％

区　　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

２０年度

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

48,11442 184,889 85,536 318,539 7,584

イ　特記事項

項　　目 内　　容 期　　　　　　　　間

平成20年8月1日から平成25年3月31日
給　　料 ２％の減額

② 職員の平均給与月額等の状況（平成２１年４月１日現在）

区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

歳 円 円水道事業 358,600 452,80045.2

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

諸手当の額を合計したものです。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

水　道　事　業

１人当たり平均支給額（２０年度）

千円2,037

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

3.0  月分 1.5  月分

（ ）月分 ( ）月分1.6 0.75

る加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

水　道　事　業

（支給率）　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.5 月分 30.55 月分

勤続２５年 33.5 月分 41.34 月分

勤続３５年 47.5 月分 59.28 月分

最高限度額 月分 月分59.28 59.28

その他の加算措置
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％ ％

　％

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

千円

50 47 3 6

徴収事務・毒物劇物を使用する業務

市全域 6

特殊企業手当 水道企業に勤務する職員

管理職手当 同 7,504

日額１６０円（3200円/月限度）

6

千円 536

（２０年度決算）

ウ　地域手当

（平成２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） 16,045 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 382 千円

支給対象職員（２０年度決算） 人42

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

％ ％7市全域 7

（平成２２年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） 164 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 14 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） 28.6

手当の種類（手当数） 1

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

オ　時間外勤務手当

支給実績（１９年度決算） 7,593 千円

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 446 千円

支給実績（２０年度決算） 6,828 千円

千円235職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）  

一般行政職の制度
との異同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 平均支給年額

（２０年度決算）

扶養手当 同 8,174 千円 303 千円

住居手当 同 4,586 千円 109 千円

通勤手当 同 3,941 千円 164 千円

④定員管理の数値目標

平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

純減数 純減率
平成17年4月1日 平成22年4月1日

職員数 職員数

人 人 人 ％
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（注）　職員手当には退職手当を含んでいません。

（注）

（２０年度支給割合）

職制上の段階、職務の級等によ

・役職加算　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した病院事業の職員に支給された平均額です。

52.83,325,165

管理職手当 10％の減額

6,295,789 △ 1,281,993
２０年度

実質収支

 (2)　病院事業

① 職員給与費の状況

ア　決算

区　　分
総費用 職員給与費

純損益又は  総費用に占める

職員給与費比率

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　千円 千円　 千円　 ％

区　　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A

人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

519,583 7,6812,311,847301 642,233
２０年度

1,150,031

イ　特記事項

項　　目 内　　容

平成20年8月1日から平成25年3月31日

期　　　　　　　　間

給　　料 ２％の減額

② 職員の平均給与月額等の状況（平成２１年４月１日現在）

区　　分 平　均　年　齢 平均給料月額 平均給与月額

歳 円 円516,883327,303病院事業 38.9

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

諸手当の額を合計したものです。

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

病　院　事　業

１人当たり平均支給額（２０年度）

千円1,706

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当

3.0  月分 1.5  月分

（ ）月分 ( ）月分1.6 0.75

る加算措置

イ　退職手当（平成２１年４月１日現在）

病　院　事　業

（支給率）　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23.5 月分 30.55 月分

勤続２５年 33.5 月分 41.34 月分

勤続３５年 47.5 月分 59.28 月分

最高限度額 月分 月分59.28 59.28

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　なし　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円2,292 23,166
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％ ％

％ ％

　％

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

千円 千円

人 人 人 ％

数（２０

市全域 7 7

市全域 6 6

当直勤務手当 市立病院に勤務する職員 当直勤務した時
その他　3,100円～14,200円/回

（２０年度決算）

331 276

夜間勤務手当 同 184

55 16.6

24,842

ウ　地域手当

（平成２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） 114,364 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 371 千円

支給対象職員 年度決算） 人301

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

（平成２２年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

エ　特殊勤務手当（平成２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） 277,983 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） 1,219 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） 75.7

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

診療手当 診療施設に勤務する医師 　60,000円～280,000円/月

放射線手当 診療施設の放射線科に勤務する職員 150円/日　（上限3,000円/月）

夜間看護手当
深夜に正規の勤務時間が割り振られている助産師・看護
師

2,000円～6,800円/回

特別出勤手当
市立病院に勤務し管理職手当を支給される医療職給料表
適用者

勤務時間外に勤務した時
医師　4,000円/時

その他　3,000円/時

医師　10,900円～40,800円/回

オ　時間外勤務手当

支給実績（１９年度決算） 101,814 千円

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 527 千円

支給実績（２０年度決算） 83,300 千円

千円473職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

カ　その他の手当（平成２１年４月１日現在）  

一般行政職の制度
との異同

一般行政職の制度
と異なる内容

支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 平均支給年額

（２０年度決算）

扶養手当 同 30,895 千円 212 千円

住居手当 同 40,309 千円 142 千円

通勤手当 同 26,716 千円 144 千円

管理職手当 同 31,395 千円 541 千円

宿日直手当 同 7,106 千円 148 千円

④定員管理の数値目標

平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

純減数 純減率
平成17年4月1日 平成22年4月1日

職員数 職員数
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８　

（１）採用の状況

（２）退職の状況 （平成２０年度中）

1

理学療法士（市立病院勤務） 1

44

1

1

医師（市立病院勤務）

調理員（市立病院勤務）

任免

（平成２１年４月１日）

試験

職　　　種 男 女

事務職上級 9 9

事務職初級 3

技術職上級（土木） 1

技術職上級（建築） 2

学芸員 1

看護師（保育所勤務） 1

保健師 2

保育士 11

管理栄養士（学校給食・保育所勤務） 2

幼稚園教諭 3

消防職上級 2

消防職初級 1

看護師（市立病院勤務） 3

臨床工学技士（市立病院勤務） 1

選考

職　　　種 男 女

（左のうち定年退職）

男 女 男 女

事　　務　　職 8 5 4 3

技　　術　　職 2

保　　育　　士 15 1

看　　護　　師 1 1

管　理　栄　養　士 1

幼　稚　園　教　諭 2 1

消　　防　　職 2

調　　理　　員 7 6

用　　務　　員 2 1 2

運　　転　　手 2 2

作　　業　　員 1 1

医師（市立病院勤務） 7 3

放射線技師（市立病院勤務） 1 1

理学療法士（市立病院勤務） 1

視能訓練士（市立病院勤務） 1

看護師（市立病院勤務） 1 33

准看護師（市立病院勤務） 1
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９　勤務時間その他の勤務条件

（１）勤務時間

（２）年次有給休暇の使用状況（平成２０年１月１日～平成２０年１２月３

（３）特別休暇等の導入状況

２８．男性職員の育児参加のための休暇 ○ ○

項目

同左２日以内

正午から１２時４５分まで休憩時間

正規の勤務時間 週　３８時間４５分

勤務時間の開始時刻 ８時４５分

勤務時間の終了時刻 １７時１５分

１日）

年次有給休暇　毎年１月１日に２０日付与（翌年に限り繰り越すこ
とができるため、１年間で最大４０日の年次有給休暇が付与される
こととなる。）

平均付与日数

38.1日

平均取得日数

10.2日

取得割合

26.8%

制
度
な
し

特
別
休

制

職
務
専

義
務
免

度あり

そ
の 平成２１年度

付与日数等

平成２０年度 備考

有給・

有

無給
の別

無種類 暇 念除 他
給給

１．骨髄提供のための休暇 ○ ○ 必要な期間 同左

２．ボラ ィアンテ 休暇 ○

３．結婚休暇 ○ ○ ８日以内 同左

４．育児時間 ○ ○ １日２回各３０分 同左

５．妻の出産休暇 ○ ○ ５日以内 同左

６．父母の祭日（法要） ○ ○ １日 同左

７．夏季休暇 ○ ○ ８日以内 同左

８．子の看護のための休暇 ○ ○ ５日以内 同左

９．就業禁止（ ○安衛法第６８条に基づくもの） ○ ９０日以内 同左

１０．年末年始 ○ ○ １２月３０日から翌１月４日まで 同左

１１．職員団体の事務従事 ○ ○ ２５０日以内 同左

１２．家族の祭日（法要） ○

１３．家族の結婚 ○

１４．市制記念日 ○

１５．リフレッ ・ ○シュ 永年勤続休暇 ○
勤続１０年→３日　２０年→４日

３０年→５日
同左

１６．人間ドック ○ ○ 必要な期間 同左

１７．メーデー参加 ○ ○ 必要な期間 必要な期間・有給

１８．自動車運転免許更新 ○ ○ 必要な期間 同左

１９．産前・産後休暇 ○ ○ 前７週、後８週 同左

２０．妊娠の保健指導・検査等 ○ ○ ８日（回）以内 同左

２１．妊婦の通勤緩和 ○ ○ 1時間/日以内 同左

２２．妊娠障害休暇 ○ ○ ７日以内 同左

２３．生理休暇 ○ ○ ２日以内

配偶者１０日　実父母７日　子５日

同左

２４．忌引休暇 ○ ○ 兄弟姉妹３日　祖父母３日　配偶者
の父母３日　孫３日　叔伯父母２日

同左

２５．伝染病休暇 ○ ○ 必要な期間 同左

２６．交通機関途絶休暇 ○ ○ 必要な期間 同左

２７．非常災害休暇 ○ ○ 7日以内 同左
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（４）職員の分限及び懲戒処分の状況に関する

（５）平成２

措置要求の状況及び不服申立の状況

平成20年度における勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する申立は、ありませんでした。

職員の福利厚生費の状況（平成21年4月1日現在）

職員一人あたり　　本人負担１,２００円／月　　　公費負担１,２００円／月　　　合計２，４００円／月　

消防職初級

計

計

1

1

32 32 26 3 3

24

16

23

1

26

2

事項

ア、分限処分者数（平成２０年度中）

区分 降任 免職 休職 降給 計

勤務成績が良くないもの

心身の故障 23 23

必要な適格性を欠く場合 1 1

定数の改廃、予算の減少により過員を生じた場合

刑事事件に関し、起訴された場合

条例で定めた理由による場合

イ、懲戒処分者数（平成２０年度中）

区分 戒告 減給 停職 免職 計 訓告等

法令に違反した場合

職務上の義務に違反した場合 16

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 1 1 2

１年度に実施した職員採用試験の状況（平成２１年９月２０日実施）

申込者数 受験者数 合格者数
区分

男 女 計 男 女 計 男 女 計

事務職上級 153 75 228 134 63 197 6 8 14

事務職初級 24 30 54 17 24 41 1 1 2

身体障害者を対象とした事務職初級 5 5 4 4 1 1

技術職上級（土木） 7 7 7 7 2 2

技術職上級（建築） 8 6 14 8 6 14 2 2

技術職上級（電気） 6 6 6 6 2 2

保育士 12 95 107 10 88 98 2 8 10

保健師 7 7 6 6 1 1

調理員 2 4 6 2 4 6 1 1

幼稚園教諭 16 16 15 15 1 1

消防職上級 32 32 28 28 4 4
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